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公表 事業所における自己評価総括表

○事業所名 放課後等デイサービス すりーぴーす

○保護者評価実施期間 令和  7 年 10 月  1 日 ～ 令和  7 年 11 月 15 日

○事業者向け自己評価表作成日 令和  8 年  1 月 15 日

○保護者評価有効回答数 (対象者数) 10 名 (回答者数) 10 名

○従業者評価実施期間 令和  7 年 10 月  1 日 ～ 令和  7 年 11 月 15 日

○従業者評価有効回答数 (対象者数) 9 名 (回答者数) 8 名

事業所の強み（※）だと思われること

※より強化・充実を図ることが期待されること
工夫していることや意識的に行っている取組等 さらに充実を図るための取組等

当事業所では小学生の児童を主な対象としているため、心身の発達及び

特性などに応じた学びの提供、他者との関わりなどから、自立心・自律

性、他者を思いやる心を育めるような環境を整えていること。

児童1人1人の思いに寄り添い、児童が言葉にした話しを大切に聞き、解

決できるように努める。児童の年齢や性別などにより、抱える気持ち、

考えは様々なため、些細なことであっても児童から伝えられたことを職

員間で共有することができるよう努めている。

児童の思いや考えを保護者と共有することが、児童の将来に向け大切な

ことだと考えている。児童と保護者にとって心の片隅を支えていくこと

ができる場所、居場所となれるような支援を行っていくこと。

学校休業日などを中心に、地域との関わりを広げ、社会との繋がりを深

めるための外出を行っていること。また、事業所内においても様々な知

育玩具などを取りそろえ、児童1人1人に応じた過ごし方ができる環境を

整えていること。

児童全員が一体となり、季節に応じたイベント及び工作、おやつなどを

提供することにより、季節の学習、しつらえなどの日本文化を感じるこ

とができる。視覚優位の児童に向けたパネル学習を行うなど、生きてい

く力を養う「学習」ができるよう努めている。

事業所主催のイベントを開催した際には、保護者やきょうだい児の皆様

も楽しく参加していただき、事業所における児童の姿を見ていただく機

会を提供できるような取組みを行っていくこと。

職員研修の充実を図ることにより、保護者及び児童に対し、全ての職員

が一貫した支援を行うことができ、職員間での情報共有も時間・場所に

関わらず行なうことができること。

職員研修では安全研修(防災・感染症・人権擁護など)の研修を中心に、

安心安全な環境を作ることができるよう励んでいる。職員研修での内容

は、必要に応じて保護者への家族支援にも繋ぐことができるよう努めて

いきたい。

職員研修はできる限り全ての職員が揃う日時で行うようにしているが、

一部のパート・アルバイトの職員には周知することができていないこと

があるため、内容周知の方法を考えていけるよう努めていきたい。

事業所の弱み（※）だと思われること

※事業所の課題や改善が必要だと思われること
事業所として考えている課題の要因等 改善に向けて必要な取組や工夫が必要な点等

「父母会」のように複数の保護者が一堂に会す機会というものを設けて

いないこと。

保護者からの開催の希望がないことが一番の要員であるが、保護者から

控えてほしい、他の保護者に知られたくないという意見もあり、「父母

会」は設けていない。

保護者に再度、聞取りを行い「父母会」の開催を希望する意見が複数あ

る様であれば、開催を検討する。なお、開催の希望が一部の保護者に限

られる場合には、その保護者間で意見交換を行うことができる場所を提

供できるよう検討すること。

外部機関による第三者評価及びスーパーバイズが行えていないこと。

当法人では、放課後等デイサービスに対応する司法書士・行政書士など

への業務委託は一切しておらず、適切な外部機関への依頼ができていな

いことから第三者評価及びスーパーバイズを行っていない。

今後、放課後等デイサービスに対応できる外部機関との定見を検討し、

必要に応じて第三者評価及びスーパーバイズが行えるよう努めていきた

い。

福祉サービスを提供する事業所との情報共有及び相互理解ができていな

い、またその結果を職員に周知できていないこと。

個人情報保護の観点及び保護者からの要請がないことなどから、他事業

所との連携は一部の児童のみにとどまっている。なお、保護者からの要

請があった児童に関しては就学及び就職に付随する福祉サービス提供事

業所との連携を行っている。

当事業所開始・終了時において事業所から保護者に要請し、情報共有及

び相互理解を求められる環境及び制度を整えることを検討すること。ま

た、相談支援事業所との連携強化に努めたい。


